


 

 

は，「土砂の波（Sediment wave）」として下流に流下す

ることがLisle（2001）らの研究10)によって指摘されてお

り，この際には土砂の「伝播」と「拡散」の組み合わせ

により表現される．このSediment waveを考慮することで，

波の高さから土砂量による影響の違いを，波の分布から

置土からの距離による影響の違いをそれぞれ予測できる

と考えられる．さらに，本式はSediment waveの発生の有

無を設定可能であることから，供給される土砂量が有限

である置土が河床に及ぼす効果を評価するための手法と

して有効であると考えられる．  

そこで，本研究では，置土によるSediment waveと下流

の河床変動を予測する手法，およびこれらの結果から置

土による河床改善効果を評価する手法を提案し，現地

データを用いてその検証を行う． 

 

２．土砂の流下波形（Sediment Wave）の概念 

 

 土砂の「伝播」とは，波が形状維持しながら下流に移

動する動きを表し，「拡散」とは，波のピークが減少す

ると同時に裾野が上下流に広がる動きを表す10)（図-1a, 

b）．Lisle（2001）らは，Sediment waveを一次元の流体

のエネルギー保存則，流砂の連続式，河床にはたらく掃

流力の算出式，Meyer-Peter and Müellerの式を組み合わせ

て算出される式(2)で表している10)． 
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ここで，K：Meyer-Peter and Müellerの経験式に基づく係

数（= 8），q：単位幅あたりの流量（m
3
/m/s），cf：摩

擦係数，Rs：砂粒子の水中比重（= 1.65），Fr：フルー

ド数，h：水深（m）である．空隙率γ について，本研

究では定数として既往研究11)をもとに0.3と設定した．式

(2)中の 
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z  は波形の拡散を示す項であり，波のピー

クが減少すると同時に波が縦断方向に拡散することを表

している（図-1a）．本項はSediment waveの発生源から

の距離により河床高の変化量が左右されることを表して

いる．式(2)中の   
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は波形の伝播を示す

項であり，常流（Fr<1）の場合は下流，射流（Fr>1）の

場合は上流に波が移動することを表している（図-1b）．

本項は，水理条件により河床高の変化量が左右されるこ

とを表している．  

 

３．置土地点からの Sediment wave のモデル化 

 

(1) 対象とするダムについて 

本研究では，荒川本川の二瀬ダムの下流を対象として 

 

 

 

 

 

 

 

図-1  土砂の伝播・拡散の概念（a.拡散, b.伝播）． 

 

表-1  各観測データの測定時期の関係． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2  二瀬ダム下流の観測地点． 

 

検証を行った．二瀬ダムは昭和36年に運用が開始されて 

から約50年が経過し，ダム下流では土砂供給の減少など

により，河床低下および岩盤の露出が顕著となっている．

このため，2003年度から土砂還元事業および土砂還元後

のモニタリング調査が継続して実施されている．二瀬ダ

ムの置土は，前年度の非洪水期間中（概ね11～3月）に

行われ，その年度の洪水期間中（概ね4～10月）に流下

している（表-1）．このため，年度によって流下した土

砂量は異なるが，実績年平均堆積砂量（79,000m
3
/年）の

約5～20%に相当する．また，置土流下後の非洪水期間

中には，河床材料調査が年1回行われている（表-1）． 

 検証の対象区間は，置土されている二瀬ダムの直下か

ら，支川である中津川合流地点の約4.0kmまでとした

（図-2）．この区間では，3地点で河床材料調査が行わ

れており，以下st1～st3（置土地点（st0）から約0.7，1.8，

2.7km下流）として，2003～2013年度における各地点の

河床高の予測を行った（図-2）． 

 

(2) Sediment waveの算出方法 

 式(2)からSediment waveを算出するためには，時間ご

年度 前年度

非洪水期間 洪水期間

概ね10月～3月 概ね4月～9月
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変動
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とのq，cf，Fr，hを算出する必要がある．qは流量および

水面幅から算出可能である（式(3)）．  

wB

Q
q                     (3) 

ここで，Q：流量（m
3
/s），Bw：水面幅（m）である．

st1の流量を二瀬ダムの放流量から，st3の流量を二瀬ダ

ム下流に位置する落合観測所の流量データから求め，st2

の流量は，st1とst3の平均値とした．さらに，各地点の

河道の横断面形状を河道データから同じと仮定し，流量，

横断面形状および河床勾配を用いた等流計算から，各地

点の水深h，流速u（m/s）および水面幅Bwを算出した．cf

は下記の式(4)
12)から河床材料に働く掃流力τ (kg/m/s

2
)を

求め，式(5)の関係13)から算出した． 
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ここで，ρ：水の密度（=1000 kg/m
3），κ：カルマン定数

（=0.4），D84：84%粒径（m）である．また，Fr数は下

記の式(6)
10)から算出した． 
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u
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(3)各地点の初期河床高の設定 

 二瀬ダムは運用開始から50年が経過し，下流の河床低

下および露岩化が著しく進んだものと考えられる．この

ため，2003～2013年度において，置土がない場合でも河

床の低下がこれ以上進行しないものと仮定した．この仮

定のもと，以下の手順により河床高の初期値（初期河床

高）を算出した．はじめに，終点（中津川合流地点）の

河床高zを0とし，河道データをもとに st0～st3のzを設定

した．次に，2004年4月～2013年12月における各地点のz

の時間変化を式(2)から計算し，各地点のzの収束値を算

出した．計算の際は，st0のzの下限値を設定した．この

収束値を河床の低下がこれ以上進行しない場合のzとし

て，各地点の初期河床高とした．  

 

(4) 置土による河床高の変化の設定 

 st0のzを置土直下（直上が置土の最下端）における河

床高とし，置土から流出した土砂が流出直後に到達し，

河床高が変動する地点とした．そして，流砂の連続式

（式(1)）を用いてst0のzの時間変化を算出した．置土か

ら掃流砂が発生するか否かは，2mm以上の粒径が移動す

るかどうかで判定を行った．判定には，田中らによる移

動限界粒径14)の式（式(7)）を用いた．  

)7(
045.0

5.2

6.0
50
















gDR
D

s

cri

  

ここで，Dcri：移動限界粒径（m），D50：50％粒径

（m）である．つまり，Dcri≧2mmのとき掃流砂が発生

するものとした．そして，st0の河床は置土を構成する粒

子と露岩を構成する粒子が混在した状態と仮定し，st0の

D50は置土の粒度加積曲線および置土から最も近いst1の

粒度加積曲線の平均値から設定した．また，露岩河床か

らの土砂流出は，露岩河床のD10に相当する粒子（概ね

50mm以上）が動くかどうかで判定した．この粒子は大

規模な洪水以外ではほとんど動かないため，st0では主に

置土からのqsによりzの増加が生じることとなる．掃流砂

が発生する場合のqsは式(8)
13)により求めた．  
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置土のcfを求めるために必要なst0のD84は，D50と同じ方

法で設定した．ここで，Dcriが2mm以下の場合，増水時

でも置土が完全に流下してこれ以上流下しないと現場

データから判断される場合（2004，2008年度の洪水時期

後半），および大洪水により露岩河床からも土砂が流出

したと考えられる場合（2007，2011年度）は，置土から

の土砂供給が生じないものとした．このときのst0のzは，

式(2)から算出した． 

st0におけるzの変化を以上のように設定し，3.(3)で求

めた初期河床高と式(2)から，2003～2013年度までのst1

～st3のzを過去に実施した通りで置土した場合の河床高

の変化として算出した．また，全ての期間でst0からの土

砂供給が生じなかったと仮定した場合（置土を行わな

かったと仮定した場合）の河床高の変化も算出した． 

 

(5)河床高と河床粒径（D50，D84）との関係の設定 

 河床高の上昇は，置土からより細かな粒径の土砂が流

下・堆積したことを示しており，河床表層における細粒

子の割合も高くなるといえる．このため，st1～st3の河

床粒径（D50，D84）は，各地点の河床高zの上昇に応じて

低下すると仮定し，減少関数（式(9)）として設定した． 
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ここで，cはD50，D84の下限値として，置土の粒度加積曲

線から設定した（D50：0.04，D84：0.1）．そして，式(9)

のaおよびbを現場での観測値とその観測日における

3.(4)で予測された河床高zとの最小2乗法から算出した．

この結果，D84：a=0.05，b=0.13, D50：a=0.03，b=0.13と

設定した．そして，再度3.(4)の計算により，st0～st3の

河床高z，D84およびD50の時間変化を求めた． 

 

(6)各年度および地点の河床高の比較方法 

3.(1) ～(5)によりst0～st3における初期からの河床高

の変化量（z変化量）および河床粒径D84およびD50の時間

変動をグラフ化し，各地点での比較を行った．さらに，

現場で観測されたD84およびD50とも比較した．また，置

土が行われなかった場合のz変化量も算出し，置土を実 



 

 

 

 

 

 

 

 

施した場合と実施しなかった場合のz変化量の差（増加

河床高）を求めた． 

 

４． モデルによる予測結果 

 

 (1)河床変動の予測値と現場データとの比較 

 置土を行わなかったと仮定した場合のz（図-3a）およ

び過去に実施した通りに置土した場合のz（図-3b）を算

出し，図-3bから予測したD84およびD50を年1回現場で観

測された値と比較した（図-4）．この結果，予測値と観

測値には乖離が見られるが，年度ごとの増減傾向は概ね

一致した．すなわち，2004年度では初期値とほとんど変

わらないが，2004から2005年度にかけて減少（細粒化）

し，2005年度と同等の値が2007年度まで継続した後，

2008年度に再び増加（粗粒化）に転じる傾向であった．

さらに，2009年度または2010年度に再び細粒化し， 

2011年度にやや粗粒化，2012年度以降はほとんど変わら

ない傾向となった．st1～st3とも概ね上記の傾向が見ら

れたが，2009年度においては，st1のみ予測値および観測

値とも前年度より減少した． 

 

(2) 置土による増加河床高の予測結果 

 増加河床高を算出した結果，st0から遠くなるにしたが

い増加河床高のピークは低下し，ピークの時期も遅くな 

るが，上昇している期間はより長くなる傾向であった 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（図-3c）．また，2005，2006および2010年度の後半は，

st0において置土が流下し増加河床高が一旦ピークとなっ

た後，他の年度よりもゆっくり減少する傾向が見られた．

このときは，st0～st3の増加河床高が置土流下前より高

い状態が他の年度よりも長く続いた．この傾向について

は，河床改善効果の観点から，事項（5.(2)）にて，

2010と2012年度の結果を比較することで考察する． 

 

５．置土による河床改善効果の検証 

 

(1) モデルの精度の検証 

 D84およびD50について河床高からの予測値と現場から

の観測値を比較した結果，年度毎の増減傾向が概ね一致

した．そこで，D84およびD50のある年度の値とその前年

度の値との差を予測値および観測値でそれぞれ計算し，

予測値を横軸，観測値を縦軸とした散布図をとると，プ

ロットは右上および左下に集中するため（図-5, D84, D50

ともp<0.01），予測値と観測値では，前年度との差分が

増加（粗粒化）した年度と減少（細粒化）した年度が概

ね一致するといえる．このため, モデルで算出した値は，

河床が細粒化する傾向および粗粒化する傾向の予測につ

いて，高い精度を有するものと考えられる．予測値と観

測値に乖離が見られた理由としては，st1周辺の河道が湾 

曲している点，st2周辺に砂州が形成されている点から，

観測値の横断的なばらつきが大きく，一次元で計算して 

図-3  各地点におけるSediment waveを考慮したモデルによる河床高の予測結果． 

（a：置土なしの場合，b：置土ありの場合，c：河床増加高（b－a）） 
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図-5   D84およびD50のある年度の値とその前年度の値との

差(m)．（a：D50，b：D84） 

 

いる本式では反映されなかったためと推定される． 

 

(2) モデルによる置土の河床改善効果の評価 

 算出した増加河床高（図-3c）から，置土による土砂

還元は，ダム下流の河床の上昇を促進するものであるこ

とが示される．さらに，D84およびD50について，現場の

観測値と同じ日の増加河床高（図-3b）を散布図で比較

すると，D84およびD50の観測値が低い（粒径が細かい） 

ほど，z変化量も高い傾向を示す（図-6, D84, D50とも

p<0.03）．このため，置土による土砂還元は，河床の上

昇とともに，河床の細粒化を促進するものであることも 

示される．以上から，置土による増加河床高（図-3c） 

を指標として，河床の上昇および細粒化を定量的に把握 
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図-6  河床粒度分布観測日におけるz変化量とD50およびD84の

観測値との散布図．（a：D50，b：D84） 

 

し，河床の改善効果を評価することが可能といえる． 

増加河床高を年度ごとに見ると，st1～st3で, 2005，

2006，2010年度において前年度より増加する一方，2007，

2008，2011，2013年度において，前年度より減少する．

また，2004，2012年度は前年度と同等であり，2009年度

はst1で前年度より増加，st2，st3で前年度と同等となっ

ている．st1～st3で増加した年度に共通する点として,置

土地点（st0）の増加河床高の0.2m以上のピークが2回発

生している．さらに，2回目のピークに共通する点とし

て，ピークからの減少がゆっくりでピーク発生前より高

い数値が年度末まで継続していることが挙げられる．一

方，減少した年度に共通する点として，同様のピークが

1度しか発生しておらず，非洪水期間にはピークが終了

図-4  各地点におけるD50およびD84の予測値および実測値． 

 

 



 

 

している．また，増加した年度および減少した年度の

ピークの大きさには特に差がなかった．このことから，

置土からのSediment waveの発生回数が，河床改善効果が

持続する要素として重要と考えられる．ただし，ピーク

が3回発生したが0.2m以下にとどまった2004年では前年

度からの変化がなかったことから，ピークが一定以上の

高さを有することも，河床改善効果の有無を左右すると

考えられる． 

 st1～st3増加河床高の違いを見ると，置土から離れる

ほど増加が遅くピークも低い一方，ピークからの減少も

遅いため，年度末にはst1とst3で増加河床高が逆転する

ケースも見られた．3つの地点におけるSediment waveの

拡散の項を比較すると，概ねst1>st2>st3の関係となって

いることから，置土から離れるほどst0から発生した

Sediment waveの影響が小さくなっていると考えられる．

一方，伝播の項は，水理条件によって大きく数値が変動

し，結果的に伝播の項との和で決定される河床高の時間

変化（式(2)）がst3で最も高くなる場合も見られた． 

 2010と2012年度は同程度の河床高から始まり同じ規模

のSediment waveがともに2回発生したにもかかわらず，

2010年度の増加河床高が2012年度よりも高い結果となっ

た（図-3c）．河床高はSediment waveの伝播の項と拡散

の項の和が正ならば増加，負ならば減少する（式(2)）．

増加河床高のピーク終了後はst0の拡散の項は負（増加河

床高が減少）となる．一方，伝播の項は正となるが，Fr

数が低い場合は伝播の項の絶対値が高くなる（伝播が

ゆっくり進行する）ため，増加河床高が高止まりする．

2010年度は2012年度と比べ，伝播の項の絶対値が高く，

拡散の項の絶対値が低かったことから，伝播がゆっくり

進行しピークの減少が抑えられたと考えられる．  

 

６．まとめ 

 

 本研究では，Sediment waveを考慮したモデルを用いて，

置土による河床の細粒化の効果予測を行った．その結果，

一次元河床変動解析よりも計算の負荷が少なく，増加河

床高を指標として河床の細粒化を定量的に把握し，河床

改善効果を評価できることが示唆された．さらに，置土

からの土砂流下量はSediment waveの伝播，置土からの距

離はSediment waveの拡散として，モデル上でそれぞれ評

価できることが示唆された．すなわち，置土から離れる

ほど河床高の増減が鈍くなる傾向を定量化できると考え

られる．置土による河床改善効果をSediment waveの伝播

と拡散のバランスにより評価することで，河床改善効果

を最大化するための置土の位置および置土量をより精緻

に予測できると考えられる．今後は，本モデルで示され

たSediment waveの伝播と拡散のバランスを決定づける要

因を解明するため，分析を更に進める予定である．  
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